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経済地理学の実態
～産業立地と地域経済の実態～

＜概要＞

Ⅰ　地域構造の国際比較

　　→日本・ドイツ・カナダを事例に

Ⅱ　地域経済の構造

　　→東京（大都市etc）・工業都市（福岡etc）を事例に

Ⅲ　地域政策のあり方・課題

Ⅰ地域構造の国際比較

１国際比較のフレームワーク

　１）地域構造論の概要

　地域間格差：　都市圏における過密、農村圏における過疎などの大枠的な格差から、ドイツ東西問題、イタリア南北問題、アメリカ雪陽（北部スノーベルト／南部サンベルト）などの個別な国まで様々。

　　　　　⇒問題化
　　　　　　　この問題解決をマクロな視点で、発生メカニズムに迫ることによって分析しようとして登場したのが地域構造論である。地域構造論は「地域的分業体系」を解明する、具体的には再生産構造と立地を分析するものである。

　　　　　　方法論（Ｖ１参照）
　　　　　　　①　産業地帯の摘出（等質地域）　　　…国土の中で、産業によってタイプが同じ所を塗り分ける。

　　　　　　　②　経済圏の摘出　（結節地域）　　　…地帯の中で、経済地域として結びついている経済圏を、ヒト・モノ・カネ・情報などのフローから捉える。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、経済地域が開かれているかいないかも重要。

　　　　　　　③　都市システムの摘出（都市間結合）…経済圏の中にある都市と都市とがどう結合しているのかを捉える。

　　　　　　　　　→この３ポイントから国土空間を捉える。


　　Ｖ１

２）国際比較の留意点

　　α対象地域のスケールの捉え方
　　基礎的・自立的社会単位としての国民経済の吟味。（他国との関係・外国企業の投資）

　：原始共同体から形成された市場圏は時代と共に拡大してきた。（経済史）

　：ただし、開かれたInternationalな経済圏の成立と共に、特徴的なLocal地域の独立的な台頭や、寡占的大企業によってnational・regionalな経済圏が分割設定されて新たな経済圏が設定された。（経済地理学）

　　　→つまり、globalizationの中で顕在化したlocalization（強い地域的特性を持つ地域の台頭）や多国籍企業のブロック経済設定によって、International経済圏は人為的分割が加えられている。

　　β歴史認識

　　　発展段階論（産業革命の発生とtake offのメカニズム）の吟味

　　　　↓

　　　三段階論（ぺティとクラークの法則）

　　　　→農業社会・工業社会の次に来るのは？：サービス経済？情報社会？知識社会？（ポスト工業社会）

◎工業社会の中での変化

　　コンドラチェフの長期波動論　→　景気循環の波のうち、大型のものに対する呼称。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　主導産業の発生による景気循環。

　　　第一波動（頂点は１８２５年）：繊維が主導。最初の産業革命。

　　　第二波動（頂点は１８７３年）：製鉄が主導。ビクトリア・ブーム。

　　　第三波動（頂点は１９１３年）：自動車が主導。第一次世界大戦直前。

　　　第四波動（頂点は１９６６年）：電機が主導。ポスト第二次世界大戦。

　　　第五波動？？　　　　　　　：ＩＴが主導？

　　レギュラシオン理論

　　　→消費・制度（労使関係）に注目した、消費中心の時期区分


　　第二の産業分水嶺（Ｐ．セーブル）

　　クラフト　→　大量生産　→　フレクシブル・スペシャリゼーション

　　　　第一の産業分水嶺
　　　　（産業革命）　　第二の産業分水嶺

　　　　　　　　　　　　　（柔軟な専門化）
　γ地域構造論的視点の再確認

　　他の地域の研究　⇔　マクロ的・地域分業的視点

　①産業配置　…　資本の論理で形成。

　②地域経済　…　地域の論理で形成。（住民・民族・歴史・文化）

　③国土の利用…　自然・地形の論理で形成。（資源が影響）

　④地域政策　…　政治の論理（倫理の論理）で形成。（正義・公平・インフラ整備）
２日本の地域構造
No.1－図１　→東京・名古屋・大阪への集中を読み解く
　・工業出荷額　→　７０年代までは東京大都市圏が２５％のシェアを維持。それ以降は減少。

　・卸売販売額　→　かつては大阪が東京圏のシェアを凌駕していたが、それらも東京に移りつつあり、商社的機能は東京への一極集中が進みつつある。

　・本店本社数　→　５０～６０％が東京に集中。（大阪圏は減少の一途）

　　　：東京は２５％の人口で、６０％の経済中枢管理機能を持つことになる。ただし、フランス（パリ都市圏）や韓国（ソウル都市圏）よりはこの集中率は低い。

　・手形交換額　→　東京集中が加速。

　　　　　　　　　　（８０年代の金融自由化で国際金融市場として東京が成長し、金融の一極集中が進む。）

　・外国企業数　→　東京集中が進む。

　・情報サービス業→東京集中が進む

　　⇒工業や人口面では言われているほどの集中は見られないが、金融・国際化・情報化などの近年の産業構造の変化による発達は全て東京に集中している。

　１）概観　→　どうして東京に集中するのか

　　ａ日本資本主義の特殊性との関連

　　　　先発資本主義　…　ゆっくりとした変化のため、地域から（下から）の近代化が行われ、水平的地域間分業が達成されており、比較的地域の自立が確保されている。（イギリスなど）

　　　　後発資本主義　…　急進的な産業変化のため、上からの近代化が進められ、垂直的地域間分業となっており、地域は中央に従属・依存する構造となっている。（日本）

　　　　　　→東京一極集中は日本資本主義の特殊性・後発性・急進性によるものである。

　　　　　　批判←日本資本主義を特別視、劣視しすぎである。（“後れた日本”イメージは相対化されねばならない）

No.1－図５　→日本の都市システムの変化（１８８０と１９８０）
　：東京・大阪への集中の一方で、札幌・仙台・広島・北九州・福岡のような地方中枢都市の成長が見られ、極端に集中しているわけではない。（←従属的な「地方」像の見直しの必要性）

　　ｂ東京一極集中の軌跡

No.1－表１　→人口減少都道府県の推移
　：人口減少都道府県が多い時期というのは、集中が進んでいる時期であるといえる。

　１９３５～４０：四大工業地帯（特に京浜）の発展により、都市圏に集中。

　１９５５～７０：高度経済成長によって、地方から三大都市圏に人が集中。

　１９８５～９０：バブル経済に伴う東京一極集中。

　１９９１～現在：一般に不況期には人口集中は収まっているが、バブル崩壊後も人口減少県数は増加の一途をたどる。これは、経済的影響というよりも、少子高齢化に伴う人口再生産失敗による影響だと考えられる。

No.1－図２　→都道府県別人口と人口増減率
　：不況の８０年代当初は人口集中が収まっており、そこから人口減少を続けているのは秋田だけである。

　：しかし、北東北・山陰・四国・南九州など、東京から離れる地域であるほど人口は減少している。

No.1－図３　→東京圏と大阪・名古屋圏の折れ線グラフの格差に注目
　：高度経済成長期　　…　三大都市圏に人口や所得が集中した。

　：バブル経済期・現在…　東京都市圏にのみ人口や所得が集中。

＜戦後の人口移動の概観＞
　１９５５～７３　：民族大移動（３大都市圏へ集中）

　１９７０年代　　：地方の時代（Ｕターン）

　１９８０年代　　：東京一極集中

　１９９０年代前半：新・地方の時代（Ｉ・Ｕ・Ｊターン）　⇒地価の高騰で東京は住みにくくなった

　１９９０年代後半：都心回帰・東京再集中？　　　　　　　←地価下落とバブル崩壊

　　

　　人口の定着傾向　…　地元・地方中核都市で新社会人が就職する傾向が強まり、人口の増減を定理付けるものは社会増減から自然増減に変化しつつある。その中でも東京の人口見通しが右肩上がりなのは、社会増減の一方で若者の集中によって自然増が大きいためである。

No.1－図４　→地方別に見た人口変遷
　：九州・沖縄からの人口移動　…　５５年の段階では東京・大阪に半々の移動が見られたが、９５年では圧倒的に東京有利。

　：中国・四国からの人口移動　…　５５年段階では圧倒的に大阪へ移動しているが、９５年では東京も躍進している。

　：中部甲信越以北→昔から東京有利の体制に変化なし

　　⇒高速交通（東海道・山陽新幹線／各地地方空港）の整備：九州・中国・四国でも簡単に東京へ移動が可能

　　⇒大阪の中心機能の低下　　　　　　　　　　　　　　　：東京一極集中の進展。
　２）歴史的変遷
　　①近代化以前（幕藩体制）
No.1－図６　→幕藩体制化の経済構造
　経済の中心は大阪

　政治の中心は東京　　　　　　　　　　⇒「二眼レフ構造」
　　　　　　　→封建制度化ではあったが中央集権的色彩が強い
　藩経済・領国経済：地場産業などの産業の奨励

　　⇔

　広域経済　　　　：大阪・江戸を中心にして、政治的境界を超越して経済圏が発達した。（畿内・江戸地回り経済圏）

　日本海ネットワークの発達　→　金沢・新潟・鳥取・松江などの日本海側の都市が、１８８０年の段階では非常によく発達している。（No.1の図５を参照）

No.1－図７　→工業生産額・出荷額の全国的構成の変動（都市圏への集中と東京への更なる集中）
　：１８７４年（幕末期）→工業の極地分散性：京都（西陣織）、大阪（綿織物）、北関東（絹織物）、新潟、徳島（藍染）がやや有利であり、その他も全国に工業出荷額は分散していた。

　　　ＣＦ．幕末期の工業をどのように評価するかは日本経済史の大きな争点の一つである。

　　　　　①輸入圧力　→国内在来型の織物産地にどのような影響を与えたのか。誇大評価されすぎではないか？本当に国内製品よりも安かったのだろうか？

　　　　　②国内産地の衰退

　　　　　③産地間淘汰の進行

　　　　　④内・外のすみわけ

　　②近代工業化期（戦前）

No.1－図９　→工業出荷額の業種別構成推移：重工業化が進んでいく戦中・戦後経済
　：１９３５年　繊維がかなり大きなシェア…繊維は日本の工業化を進行させた主導産業であり、中心は阪神工業地帯にあったので、阪神傾斜型の工業体系が成立した。（No.1－図７参照）

　：１９４２年　戦時的重化学工業化　　　…戦争体制の進展と共に、兵器生産の為の機械工業のシェアが増加した。

近代工業化期の主導産業：綿紡績を中心とした近代工業の局地的集積（大阪への集中／ｅｘ１８８３年　大阪紡績）

　　　　　　　　　　　　軍事的重化学工業化　→京浜工業地帯の発達（機械工業中心）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→北九州工業地帯の発達（鉄鋼業中心）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→化学工業都市の発達

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：大牟田（石炭化学）・延岡（水力発電利用型）・水俣（水力発電利用型）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（→国内資源立地）

四大工業地帯の形成と共に、近代工業が日本海側の都市は近代交通網に入りそびれて衰退し、東京・名古屋・京都・大阪・横浜（開港場）・神戸（開港場）の６大都市と企業城下町を中心に発展した。（近代工業の局地的集中）

⇔

ただし、谷本雅之『在来型経済発展』という書物の中で説かれているように、１９２０年の在来産業部門は６０％を全国で占めており、両大戦期までは均衡的に在来産業と近代工業は両立していたが、両大戦期で近代工業が躍進した。

　③高度経済成長期（戦後・５５～７３年）
No.1－図９　→重化学工業の本格的躍進・繊維生産の衰退
No.1－図７　→１９７５年：太平洋ベルト地帯への集積
　：鹿島臨海～東京湾～東海～伊勢湾～大阪湾～瀬戸内海～北九州への集積、しかも東高西低気味

高度経済成長期の主導産業：素材型工業（鉄鋼・石油化学）→海外資源に依存。そのため、原料を港湾に依存する体制が確立し、三湾一内海に臨海コンビナートとして集中するようになる。

　　　　　　　　　　　　：機械型工業（電機・自動車）　→莫大な国内市場を背景に、機械は三大都市圏（市場）周辺に、自動車は地方工業都市に集積した。

アメリカ支配下での復興民主化　→　太平洋への集中を生む
　３）現代日本の地域構造
　　①オイルショック（１９７３・１９７４）後
　　　素材工業の構造的不況　→スクラップ・ビルド　→太平洋ベルト内格差

　　　機械工業の階層的立地　→東京３００ｋｍ圏（本工場）⇔地方圏「分工場経済」

　　　情報化・サービス化　　→東京一極集中・地方中枢都市の発展

　　

②円高（１９８５～１９９３）

　　　←アメリカの貿易赤字削減政策

　　　⇒海外立地の進展による日本企業の多国籍化
No.1－図１１→対外直接投資の推移（投資のブームとその宛先）
　：１９７０年代　　　アジアＮＩＥＳ（繊維・電子）へ低賃金労働力を求めて移動

　　：１９８０年代後半　自動車・電機は貿易摩擦回避のため、欧米で現地生産工場建設を開始

　　：１９８０年代末　　バブル経済に乗っかり、不動産・金融（非製造業分野）が欧米の大都市へ進出

　　：１９９０年代　　　賃金の上昇により、ＡＳＥＡＮ／中国へ素材工業の投資が移動。また、アジア発展途上国地域の市場発展によって電機や自動車が市場立地していく。

②バブル崩壊後の不況
　　：工場の海外移転に伴う、地方分工場経済の崩壊と地方の空洞化
　　：金融システム・土地神話の崩壊　（ｅｘ）自社ビル展開したダイエー（破綻）と貸しビル展開したイトーヨーカドー（堅調）の差異に繋がる）

　　：企業集団（６大財閥）の再編、Ｍ＆Ａ、リストラクチャリング（人件費削減が前面に）、工場の閉鎖・統合
　　　　→空洞化が進み、失業問題も多発してきている。

No.1－図８　→都道府県別工業出荷額の対全国比と増減率：太平洋ベルトの出荷マイナスと地方の出荷プラス

　全体として工業出荷額はここ１０年ではマイナス傾向にある
　　→京浜・阪神などの中央工業集積地（太平洋ベルト）は出荷額マイナス

　　→九州・東北・山陰は出荷額こそ大きくないものの、１０年前よりはプラス

No.1－図１３→都市雇用圏従業員増減（東高西低）

：西日本のほうが、東日本よりも、不況で雇用が減っている。

　　：千歳（北海道）・北上（岩手）・掛川（静岡）・守山（滋賀）・大村（長崎）・国分（鹿児島）などの地方の一部都市では雇用状況が改善しており、工業が堅調に進呈している様子が伺える。

No.1－図１４→１人当たり県民所得の変化予測（地方の時代への示唆）

　：東京圏・中京圏・阪神圏のような日本の中心工業集積地では大幅な所得減が起こることが予測され、逆に地方は向上することが目測されている。
　批判←ただし、このデータは１人あたりで作られているので、これからの人口減少によって所得が多く見えたり、率にすれば大きく見えたりして、人口が少ない地域が有利に見えるという統計処理上の誤謬がある。

新しい、人材の必要ないロボット化した工場　⇒地方展開

⇔デジタル化や自動車などの日本への工場回帰　⇒大都市辺縁部立地
　→地方の時代は来るのだろうか。

３ドイツの地域構造
　１）概観

　　ａ日本とドイツ

　　　：共に後発資本主義国であり、イギリスに追いつけ・追い越せという流れでやってきた。

　　　：後れた農業地帯を抱えている（日本の東北地方・ドイツの東独地方）

　　　：歴史的に似たような経緯（先進地帯による急速な工業化　→　ファシズムと戦争／戦災　→　奇跡的経済成長）

　　　：高度な技術力を誇る（日本：コンピュータ内蔵機器／ドイツ：精密機械）

　　　⇔ただし、地域構造は非常に対照的
　　ｂドイツの地域構造

　　　→多極分散的　⇔日本：東京一極集中

No.2－図８　→旅客人口と人口集積（軸上に分布した多極的都市構造）

　：軸上に分布しており、また東と西にある南北軸が強い。

　：シュツットガルトはダイムラー＝ベンツ（現ダイムラー＝クライスラー）の企業城下町。

　：ライン＝ルールはコナベーション結合した都市群であり、ライン＝マインはフランクフルト中心とした都市群。
No.2－図９　→ドイツの上位５００社の本社立地（日本は８０％が東京なのに、ドイツは旧西独南北軸に依存）
　：ベルリンには大きな円がない。

　：ライン＝ルール、ハンブルク、ライン＝マイン、ミュンヘンなどの西部南北軸に多極分散して本社が存在
　２）歴史的変遷
　　①近代工業化初期
　　：局地的市場圏が生じて、近代工業化の原型ができた。

　　＜二大地帯の形成＞　①ルール（都市の連鎖型）　…炭田を中心に発達

　　　　　　　　　　　　②ザクセン（都市の多極型）…炭田を中心に発達

　　　　　　　　⇒中規模都市の散在

　　　　⇔ベルリンへの一極集中（１９３０）

　　：ミュンヘン・シュツットガルト・ハンブルクも成長し、ある程度の経済圏を確立

　　②東西分断期

　　：ＷＷ２敗戦で東西統治となる。

　　西独：軸状の多極分散的都市構造となり、全国的に工業化が進展。

ハンブルク（造船）～ハノーファ～ルール（デュッセルドルフ～ケルン）～フランクフルト～シュツットガルト（自動車）～ミュンヘン（電機←ベルリンから移転）の軸上に工業が集積した。

　　　　　ただし、１９７０年代のオイルショック以来、構造不況に陥ってハンブルク（造船）・ルール（素材型）は不調

　　　　　　⇔シュツットガルト（ベンツ）・ミュンヘン（ジーメンス・ＢＭＶ）は健在

　　　　　　　　→旧西独地域南北格差につながる。

東独：ベルリンへの中央集権構造が成立し、一極集中型都市構造をとる。

　　　しかも、社会主義国らしいコンビナート方式が取られ、ＣＯＭＥＣＯＮの連携によってポーランド・ソ連の石炭・鉄鉱石を目立てとし、ポーランドの原料立地型のコンビナートが北部のアイゼン・ハッテン・シュタットに建設されたほか、工業的に未発達だった北部には多くのコンビナートが建設された。

　　　　⇔ザクセンへの投資は抑制され、また繊維工業時代も発達しなかった。

　　　　　　→旧東独地域南北格差につながる。

　３）現代統一ドイツの地域構造
　　①２つの地域格差
　　：旧東西ドイツの工業発展に関する差異は非常に大きい。

　　：旧西独地域では南部が強い格差が生じている。

No.2－図７　→就業人口に見る主要４業種（機械／化学／自動車／電子電機）の西部への集中
　　：製造業就業人口の多い州はほとんど西独地域である。

　　：西独地域も南部に行くにつれて就業人口が大きくなっていく。

No.2－表１　→州別１人当たりＧＮＰ（西独南＞西独北＞東独、の根強い格差）
　：旧西独平均…４６６２０マルク

　　旧東独平均…２４２６０マルク　　　→極端な東西の格差（ダブルスコア）

　：西独南＞西独北は、ハンブルクとブレーメンは都市として独立して計算されているので読み取ることが出来ないが、失業率などから類推することが可能。

　　②旧東独地域構造の再編

　　：旧東独工業の要であるコンビナート→解体・民営化が進む

　　　　←ドイツのコンビナートイメージ：その製品を作るために必要な原材料・部品・組立までの工場が、全土にわたって結合態として分布している状態が普通だった。

　　　　→コンビナートは、１つの製品を計画に従って作るので競争力が無く、東西統一後の西側との競争であっという間に多くの工場が閉鎖に追い込まれた。一部は西独の企業によって買収される。
No.2－図１１→東独の空間的再編成事例（各地に散在した工場や拠点と、それを統合したコンビナート）
　：ロボトロン（ドレスデン）　　　　　　→旧東独のコンピュータ会社

　：マイクロエレクトロニク（エルフルト）→旧東独の電機会社

　　　→これらの工場や拠点が散在し、これが統合されていた。

　：東独の工場労働者は、コンビナートの解体が進む中で激減していく。

No.2－図１０→西部からの東独への投資額（南部＝ザクセンへの投資集中）
　　：ブランデンブルク＝ベルリン・ライプチヒ＝ザクセン・ケムニッツ＝ツビカウ・ドレスデンへの投資集中。

（ベルリンとザクセン）

　　　⇔旧東独北部は、コンビナートも廃されて衰退傾向にある。

　　③ボン（旧西独仮首都）からベルリンへの首都機能移転

　　：二大連邦機能分担論（当初は根強かった）

　　　⇔国際的に重要な省庁や衆参両院はすべてベルリンへ移転した。（重要省庁は国防省くらいしか残っていない）

　　：西独の多極分担型の都市システムとベルリンの成長による再一極集中が同居している状態。

No.2－表３　→サービス業集積の大都市圏間比較（ベルリンのサービス産業の特徴）
　　：人口集積
　　　１位　ライン＝ルール（百万人強）

　　　２位　ベルリン（４００万人）

　　：非局地的意義を持つ企業向けサービス業就業者数

→つまり、その都市の中でない地域の企業向けサービス業の従事者数であり、これが高いほど周辺地域に対するその都市のサービス業的な影響力が大きく、中核的都市だといえる

　　　１位　ライン＝ルール

　　　２位　ライン＝マイン

　　　３位　ミュンヘン

　　　４位　ハンブルク

　　　５位　ベルリン

　　⇒依然として、ライン＝ルール・ベルリン・ライン＝マイン・ドレスデン・ミュンヘンなどに都市機能は分散しており、ベルリンへの中核機能の集中は、良くも悪くも進んでいない。

　　④ＥＵ統合下での、ドイツの地域構造の変遷

　　：都市間競争の激化

　　　Berlin（４００万人）

　　　London（１０００万人）

　　　Paris（１０００万人）

　　　Rhein－Ruhr（１０００万人）⇒ただし、都市複合体でしかなく一体でない

　　　　⇒ベルリンのような大型の都市を成長させていかなければ競争に勝つことはできないのではないかという議論に発展。

　　　　⇒また、東欧・中欧・ロシアに接する「地政学的に有利な」“ベルリン”という概念も強まる。

　　　　　⇔東欧・中欧・ロシアの経済成長の不透明性

　　　　　⇔東欧のＥＵ加盟→東欧への工業地域移転？

＜補足＞
No.2－表２　→ゲマインデ人口規模別ゲマインデ数（西大東小）
　：ゲマインデ→ドイツの自治体（市町村に対応）

　　非常に小さいゲマインデ　：東独が半数　→ゲマインデ合併で再編が進む

　　　　　　　　　　　　　　　西独が２０％

　　中規模ゲマインデ　　　　：西独に多い

４カナダの地域構造

　１）概観
　：連邦制（州間に通商障壁がある）・多文化主義（multiculturalism）・分離独立の動き（Quebec）

　　　⇒国民経済の統合度がドイツ以上に低い。（多極分散している）

　：州間のモノ・ヒトのやりとりが基準に合わないとストップされ、国内の物流・人流はあまりスムーズではない。そのため広大な国土を保有しているのにもかかわらず、グローバル化によって州ごとに、アジア諸国との結びつきが強まったり、欧州諸国との結びつきが強まったり、ＮＡＦＴＡ諸国との結びつきが強まったりしている。

：＜カナダ成長の３要因＞
　　○豊富な自然資源（広大な国土空間・豊かな鉱物資源）→ステイプル（生産性や付加価値が低い一次産品）エコノミー
　　　　　　　　　　　　　　　　⇒ハイテク・組立型工業の育成が課題。
　　○移民（人口はＧ８の中ではかなり少ない方だが、移民によってＧ８で人口が現在も増加している数少ない国の１つ）

　　○交通網の発達（広大な国土の中で調整・移動が必要だった）

　２）歴史的変遷

　　→前近代的・封建的システムを持たずに近代化

　　①連邦成立以前

No.3－図１　→１６９７年のアメリカ（フランスとイギリスの植民地抗争）
　：＜フランス＞
　　　１７Ｃ　　アカディア（フランス領・セントローレンス南岸）進出　

→　現在もフランス語文化が広がる（Quebecとはまた違う）

　　　　→neuvelle franҫe（セントローレンス北岸）へ進出

　　　１６６３　フランスはカナダ・北米地域を直轄植民地へ

　　　１８Ｃ　　当初の目的どおり、毛皮交易が活発化

　　　　　　　　→農業・商工業がセントローレンス川沿いに栄え、フランス的封建体制が持ち込まれる。

　　　　　　　　：毛皮交易や産業発達の中心はQuebec City
　：＜イギリス＞
　　　１６Ｃ　　ニューファンドランドへ鱈を取りに進出

　　　１６７０　毛皮交易に目をつけて、ハドソン湾沿岸へ進出（ハドソン湾会社領）→後のルパーツランド

１７１３　ニューファンドランドを植民地化

　　　

　⇒英仏は抗争し、欧米本国でも対立は激化していく。

No.3－図２　→１７６３年のアメリカ（イギリス領北アメリカの鼎立）
　　１７６３年　パリ条約　→フランス支配は終焉し、カナダが「英領北アメリカ」となる。

　　　ＣＦ）世界システム論の提唱者ウォーラ・ステインによれば、パリ条約は環大西洋革命であり、イギリスが世界を席巻するきっかけとなったとされている。

　　：ルパーツランド・ケベック・ノバスコシア・ニューファンドランドは英領へ

　　：その後、アメリカ独立戦争から逃れた、王党派（ロイヤリスト）が逃げてきて、オンタリオ州周辺に居住。

　　　アッパー・カナダ（イギリス系）→セントローレンス上流域・五大湖沿岸に在住

　　　ロワー　・カナダ（フランス系）→セントローレンス下流域に在住
　　②連邦成立後～ＷＷ１

　　：１８６７年　コンフェデレーション　…日本開国やドイツ統一と同時期に、日本開国やドイツ統一と同じように、あまり波風を立てることなく、自治領として連邦を成立。「イギリス領北アメリカ法」によってカナダ自治が進む。

　　：国民経済統合の促進（１８７０～１９１０）

　　　１大陸横断鉄道建設（１８８５年全線開通）

　　　２プレーリー開拓（東欧・ウクライナからの移民）

　　　３保護関税政策　　（１８７９年）

No.3－図３　→カナダ版図の確定
　：ＷＷ１以前までに、東部平原三州（農業が盛ん）、ブリティッシュコロンビア、ユーコン準州、北西準州へ拡大

No.3－表１　→カナダの州別人口と総生産：ケベックvs.オンタリオ、ブリティッシュコロンビアの台頭
　：かつて英領北米だったころは、イギリス本国（工業製品）と西インド諸島（砂糖）との間で、ニューファンドランド／ノバスコシア（ゲートウェイとしてイギリスが開拓／木材・漁業製品）を窓口に三角貿易を行っていた。

　：しかし、国民経済統合・一次産品依存の危険から、もともと先進地区であった太平洋地域（ゲートウェイ）は没落

　　：代わりにオンタリオ・ケベックの工業化が進み中心地（ハートランド）となり、さらに大陸横断鉄道と共にフロンティアは西進していった。（東部平原三州→農業生産／ブリティッシュコロンビア→アジアとの貿易で近年発達）

　　：ただし、これらの工業発達や西部発達も、イギリスからの間接投資によるものである。

　　③ＷＷ１からＷＷ２まで

No.3－図４　→カナダへの外国投資構成（イギリスからアメリカへ変化）
　：第一次世界大戦以降、イギリスの国力がダウンしてイギリスからの投資が減ってアメリカからの直接投資が増大した。（アメリカ多国籍企業による、カナダへの分工場建設）

　　→オンタリオ州へ工場建設が進む。

　　　（東西軸に対抗する南北軸の出現）

No.3－図９　→モントリーオールとトロントにおける証券取引の変化（間接投資：トロント優勢に）
　：トロント　　　　…オンタリオ州の中心。アメリカの投資はオンタリオ州に集中し、そのため間接投資はトロントへ入ってきた。また、平原三州の小麦を扱っており、小麦を扱っていたのはトロントであったのでそれも影響した。

　：モントリーオール…ケベック州の商業的中心。１９３１年までは国内最優位にあり、間接投資を集めていたがアメリカからの投資が中心になって流入量が減り、衰退。

　　→ハートランドの中心都市の変化が発生
No.3－図５・図７・図８→オンタリオ州の重化学工業集積・ケベック州の軽工業集積（直接投資：オンタリオ優勢に）
　：オンタリオ州　　…　エネルギー資源が豊富（石炭・水力）であり、英語圏であるために言語・文化的にアメリカの直接投資を得やすかったので、アメリカからの直接投資で輸送用機械・電機などの工業が発達して重工業化が進み、高付加価値工業の発達を果たした。

　：ケベック州　　　…　労働集約的な工業へ農業の余剰労働力が投入された（これは両州に共通な現象）が、アメリカからの直接投資があまり得られなかったので、製紙・繊維などの軽工業は発達したがそれにとどまった。そのため、低付加価値工業は多く集積したが、高付加価値工業はあまり発達せずに終わった。

No.3－図６　→アメリカ系支工場は、ほとんどがオンタリオ湖・エリー湖周辺（オンタリオ州）へ
　：アメリカ系の直接投資がほとんどオンタリオ州に集中しており、前述のオンタリオ優位を補強する。

　３）現代カナダの地域構造

　　ａ国際的リンケージの多極化

No.3－表３　→地域ごとに変容する他国とのリンケージ
　：大西洋地区　　→　ＥＵと強い連携

　：ケベック　　　→　ＥＵ（特にフランス）と強い連携

　：オンタリオ　　→　アメリカ合衆国と強い連携

　：ブリティッシュ

＝コロンビア→　日本などアジア地区と強い連携

　⇒それぞれが様々な国際地域の連結しており、グローバル化によって「カナダ」というまとまりは維持できるのか。

　　ｂカナダの都市システム
No.3－図１１→カナダの中心地システム（トロント→州の中心都市→州の地域都市）
　：トロント（人口増で都市の勢いが強い・オンタリオ州中心都市）

　　　├モントリーオール（停滞している・ケベック州中心都市）
　　　└バンクーバー（人口増で都市が成長している・ブリティッシュコロンビア州中心都市）

　　→トロントはオンタリオ州の中心であるだけではなく、カナダの中心化している。

No.3－表２　→１０大都市圏の人口推移（成長と衰退の顕在化）→ただし、基調は増加
　：カルガリー（アルバータ州）　…　石油によって成長している。

　：オタワ－ハル（オンタリオ州）…　工業化で成長を続ける。

　：ウィニペグ（マニトバ州）　　…　小麦の集散地として発展、衰退している。

　→これらは、「州の中心都市」にあたる。

　　ｃ貿易自由化のインパクト

　：米加自由貿易協定（１９８９）

　　　→ＮＡＦＴＡ（１９９４）

No.3－図１３→ＮＡＦＴＡに伴うカナダの企業再編（カナダは単なる市場に変化）
　：貿易自由化に伴ってカナダ国内本社や支工場の閉鎖が続く。

　　ＮＡＦＴＡによってカナダ経済はアメリカに飲み込まれたのか？

　　　→そうではない。カナダは人口規模や市場規模が小さな国であり、ＮＡＦＴＡによってカナダの企業は広い市場を手に入れ、アメリカ・メキシコとの競争に打ち勝てる国際競争力を持つ産業はむしろ成長を遂げている。（特に自動車を中心に、カナダ産業は現時点では好調）

　　　→むしろ、アメリカ国内より人件費も低く高環境なので、日本やアメリカもカナダ拠点拡大の方向に動いている。

No.3－図１０→カナダへの移民の出身地
　：１９６０年代　　ほとんどがヨーロッパからの移民

　　１９８０年代～　特にブリティッシュコロンビア中心に、香港から富裕層を中心とした移民を受け入れ、バンクーバーではジェントリフィケーション（高級マンション街の形成）が進む。

　：ブリティッシュコロンビアはアジアと強い結びつきがあり、ＳＡＲＳはトロント・バンクーバーへいち早く拡大した。
５地域構造の国際比較（まとめ）

　国際比較の留意点

　　①　空間スケールの捉え方

　　②　歴史認識　→　発展段階論の見直し（近代と現代の境目など）

　　③　方法論

　地誌学　…　あらゆる項目にわたって地域を描く、網羅的な地理分野。

　　⇔これへの批判として、「地域構造」という軸を与えた分析。

　課題

①日本の“特殊性”は本当か。

②なぜ東京一極集中という現象が生じたのか。

（むしろ、地方中枢都市の成長の現状の中で、本当に単なる東京一極集中なのか。）

③空洞化と日本回帰

④なぜ「ザクセン」なのか。
　（ツビッカウ社のザクセン＝リングにある自動車コンビナートは、日本式のリーン生産システムによって欧州で最も効率的な生産を可能にしている。とはいえ、どうして西側企業は「ザクセン」にこだわって投資するのか。歴史の重みとは、歴史的慣性とはなんなのか。）

⑤旧東独の旧西独地域への依存体質。どうしてあれだけの投資に対してこれだけしか回収できないのか。

⑥カナダのＮＡＦＴＡ加盟インパクトは結局どうなのか。

⑦カナダの地域構造はグローバル化で分解しつつある。（東西軸の消滅）

⑧オンタリオ（トロント）－ケベック（モントリーオール）の関係をどう捉えていくか。

	観点
	日本
	ドイツ
	カナダ

	初期条件
	小さな島国

人口密度が高い

高齢化が進行中
	周辺国境の多い低平な国

都市人口比率が高い（農村低い）

外国人労働者が多い
	広大な国土（居住空間は少ない）

人口増加率が高い

移民によって成り立つ国

	再生産構造
	工業国（電機・鉄鋼）

鉄鋼→韓国・フランスと似て、臨海コンビナート中心に発達

貿易依存度は低く、対外投資も少なめ。投資の中心はアメリカからアジアへと変化。

日本型資本主義

　年功序列／終身雇用

→近年変わりつつあるが、「労使協調」の基本枠組は変わらない。
	工業国（自動車・化学）

化学→海は地形上開発しにくいので、取れる石炭や大きなパイプラインによって内陸に発達。

ＥＵ域内関係が強く、投資も活発。

大陸欧州型資本主義

労働者が強い意見を持つ

福祉国家的
	サービス経済化が進む

アメリカ中心に貿易依存度が高い。

アングロ・サクソン型方式

企業主導

徹底した市場主義

	地域構造
	集中型（東京一極集中）

面的・集密
	多極型

面的・稠密
	二極型（トロント・モントリーオール）　→多極化が進行

点と線による構造

	国土軸
	第一国土軸

東京～名古屋～大阪～広島～福岡
	ライン軸

ハンブルク～ルール～フランクフルト～シュツットガルト～ミュンヘン
	ケベック・オンタリオ軸


課題→「地域」としてのデータ・地域分析の方法の未発達。

　　　広域的視点の導入（マクロ）

　　　　→緻密な分析の必要（ミクロ）
Ⅱ地域経済の構造
１「世界都市」東京の変容
　１）都市構造の歴史的変遷
No.4－図１　→東京の変遷
　　①江戸期：城下町プラン

　　　　　武家地（皇居＝江戸城中心→山手に展開）

　　　　　社寺地（辺縁部に防災・防衛の為に設置）

　　　　　町人地（下町に展開）

　　②明治期：遷都

　　　→天皇の東京移転への賛否ある中、皇居へ移動

　　：山手旧武家地に貴族や政治人（薩長土肥）の邸宅地が広がる　←国許へ帰った大名の屋敷跡を処理する必要性

　　ＣＦ．大土地所有制の変化

　　　明治３０年代　東京市に１万坪以上の土地を持つ人は１０８人（所有者の0.5%／面積の25%）

　　　　　　（内訳）４０人：商人　→昭和恐慌で放出される

３９人：旧大名・旧公家・高級官僚（華族層）

　　　　　　　　　　　→戦後の華族制解体と、財産税の賦課によって土地は手放されていく。

　　　　　　　　　　　　　　：高輪・品川…堤家が買収し、コクド・西武グループがプリンスホテルなどにして活用。

　　　　　　　　　　　　　　：中央・山手の旧邸宅地→テレビ局・大使館

　　　　　　　　　　　　　　：北側の旧邸宅地　　　→住宅・社宅など

　　：１８９０年　丸の内払い下げ

　　　　…大名屋敷地でその後陸軍省が練兵場として押えていたが、岩崎弥太郎（三菱グループ）へ払い下げられた。そのご、東京駅完成を受けて、日本の中心的な業務地区へと変化。（赤レンガ街、一丁ロンドン）

　　　　　　　　→現在は高層ビル街となり、丸ビルなどの更なるビル街へと再構築が進む。
　　：市区改正事業　…　東京市の道路・区画の整備が進展。

　　③戦前期：関東大震災

No.4－図３上→市街地の拡大（関東大震災の後、西南郊外へ初期郊外化が発生）
　　：私鉄の郊外住宅地開発→西南郊外への宅地開発進展につながる。また、相互競争関係によってさらに発展。

　　　鉄道起源の開発はそもそも、１９１０年の小林一三による阪急の開発が元祖。その後東急・西武へ引き継がれた。

　　＜西武グループの発達＞

　　１９２０　箱根土地㈱：堤康次郎

　　１９２４　大泉学園都市　→この後学園都市プランを中心に発展。

　　　　　　　　　　　　　　→小平・国立の開発を進める

　　　　⇒西武グループに発達し、ターミナルとして池袋を開発。

　　＜東急グループの発達＞

　　１９２０　田園都市㈱：渋沢栄一　→田園都市プラン中心に発展
　　１９２３　田園調布　　　→かつてはサラリーマン街として建設された。現在は日本を代表する高級住宅街へ。

　　　　⇒東急グループに発達し、ターミナルとして渋谷を開発。

　　

　　→東京大空襲による破壊・終戦の混乱

　　④戦後期：住宅難と人口集中

　　：戦後の持ち家ブーム、復員に伴う人口の激増によって人口集中・住宅難が発生。

No.4－図３下→市街地の拡大：人口集中地区の拡大
　　：鉄道沿線に郊外スプロールが発生　…　東海道線・横須賀線・中央線・埼京線・常磐線・総武線・東急・小田急・京王・西武・東武…
　　：１９５５年　　　　日本住宅公団→戦後の住宅難解消の為に設立

　　　　　　　　　　　　「団地」建設の始まり

　　　１９６４年　　　　東京オリンピック、２４６開発が進行（東急が一部を請け負う）

１９６０年代後半　「ニュータウン」計画　“多摩ニュータウン”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“多摩田園都市”→田園都市線建設

１９７０年代～　　マンション・ブーム（都心周辺部への開発）

　　　　　　　　　新宿再開発（都心再開発）→淀橋浄水場跡を高層ビル群へ

　２）バブル期以降の空間構造の変容
　　：１９８０年代後半　好景気・バブル　→東京一極集中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京の「世界都市化」

　　ＣＦ）世界都市論
J. Freedman『世界都市仮説』多国籍企業の本社集積　→regional head展開の中心の選択によって世界都市が形成。

S. Sassen　『global city』：ニューヨーク・ロンドン・東京の比較

　国際金融センターの形成：二重構造を持つ都市（デュアル＝シティ）

　　├高次サービス（国際金融・証券・法律・会計）…専門知識・プロフェッショナル

　　｜　　→従事者は都心に近い高級マンションに住み、gentrification（高級マンション再開発）が進む

　　└低次サービス（清掃・管理・警備）←国際労働力の移動の原動力となる

No.4－表１　→Sassen『global city』の３都市比較
　　注　ＦＩＲＥとはfinance（金融）／insurance（保険）／real estate（不動産）のこと

　　：東京の特徴

　　　・manufacturingの占める割合が高い
　　　・FIRE部門の占める割合が低い

　　　・サービス業の占める割合が低い

No.4－表２　→主要外国為替相場の平均取引高（東京の低迷とシンガポールへのシフト）
　　：東京　　　…ここ数年低迷しており、総取引高もかつては３大市場の肩を並べていたのに現在では大差。

　　：London　 …かつてからトップであり、現在も非常に好調でトップを占める。

　　：New York …Londonほどではないにせよ成長。

　　：香港・シンガポール…非常な成長ぶりを見せる。ただし、シェアの上ではあまり変移せず。

　→東京のみが失速している
　　（原因）

　　　：マネーフローの空間　…　金融自由化の落差・金利差　　←　ビッグバン

　　　　　　　　　　　　　　…　立地・慣性　　　　　　　　　←　割と格式・伝統を重んじる

　　　　　　　　　　　　　　…　基軸通貨としてのドル（ＮＹ）←　ユーロ・円による対抗力

　→金融面での東京の遅れ
No.4－図６ａ→東京の地価変動の動向
　　：東京の地価波及

　　　　都心商業地の地価上昇　→　南西住宅地の地価上昇　→　その他郊外の地価上昇

No.4－図６ｂ→オフィス・マンション供給の２３区における推移
　　　：バブル期の地価上昇と急落（特に周辺１８地区）
　　　　…金融システム・土地神話の崩壊

：地下の乱高下と都市空間の変容

地価高騰　…　バブル　　　→オフィス・ブーム（周辺部まで拡大）
　　　　地価下落　…　バブル崩壊　→マンション・ブーム到来とオフィス空室率の上昇

　　　　下落続行　…　９８年ごろ～→マンション・ブームの続行とオフィス・ブームの再来

　　　→２００３年問題
　　　　　：２００３年に、再開発された大規模オフィスによってオフィス床面積が過剰化するという危惧

　　　　　→フィルタリング発生の為に顕著化せず

　　　　　　　：新しいオフィスへ移転した企業のあとには、新オフィスは手が出なかったような企業が移転し、その移転の連続が発生したので顕著化しなかった。ただし、オフィス地区間格差が発生。

No.4－図１　→東京の人口、周辺部と区部
　　：区部　→　６５年をピークに漸減　⇒バブル期に横ばい（ただし近年は都心回帰傾向）

　　：東京圏→　戦後を通じて急増の一途。周辺３県は増加を続けている。

タワー型マンションによるマンション・ブーム

　　　　　　　　＋

インテリジェントビルによるオフィス・ブーム
が現状

　３）２１世紀の東京の展望

　　①アジアの都市間競争

　　　：ニューヨーク・ロンドンの盤石性

　　　　⇔東京がアジアの金融センターであり続ける可能性はあるのか。

　　　　・上海　　　　　　…中国の台頭。また、東亜の中心に近い。
　　　　・シンガポール　　…空港や英語などのインフラ整備

　　　　・香港　　　　　　…巨大港湾整備・珠江デルタの工業集積

　　　　・クアラルンプール…未来都市を建設中

　　　　・ソウル
　　②国内での多極分散化の動向

　　　：地域中核都市の台頭　…　東京・大阪・名古屋・札幌・仙台・広島・福岡など

　　　　　→東京と地方との関係性は

　　　：首都圏内での多極分散化
No.4－図２　→首都圏整備計画＝多極分散化戦略・郊外核への分散
　　　：幕張新都心・ＭＭ２１・さいたま新都心

　　　⇔強力な山手線内集積

　　③東京自体の「魅力」のゆくえ

　　　：生活世界の分離・分極化→日本社会に階層分化が発生。

　　　：クラッセンの都市発達モデル
①狭い意味での都市化（郊外人口が減少し、都心人口が増大）

　　→中心地への都市集積が進む

②郊外化（郊外人口が増加し、都心人口が減少）

　　→都心の地価高騰によってドーナツ化現象が発生
③逆都市化（郊外人口も都心人口も減少し、都市が衰退）

　　→カウンターバナイゼーション

④「再都市化」（郊外人口が減少し、都心人口が回復）

　　→まだ、例は発生していない。
　　

　　④東京の都市空間とディベロッパー

　　＜三菱地所＞

　　明治期：丸の内を払い下げられ開発を進め、一丁ロンドンと呼ばれるレンガ街を構成。

　　戦後期：丸の内への高層タワー建設が景観論争で中止となる。

　　現状　：近年超高層ビル化が進行し、東京三菱銀行本社や丸ビルなどが立ち並ぶようになった一方で、三菱グループの丸の内への本社集積が分散するようになってきた。

　　＜森ビル＞

　　虎ノ門（旧佐久間町）に土地を持つ米屋であった。（米屋は人的なネットワークを持っていた）

　　横浜市立大教授でもあった先代社長が、なじみの虎ノ門で小さいビルを建設することから事業を開始。

　　　↓

　　アークヒルズ建設　…　インテリジェントビルの建設で外資の駐在員の住居などの受け皿を形成。外国人になじみのある赤坂・六本木などの開発を中心に、「外国企業の国内不動産の供給元」として発達。

　　　↓

　　六本木ヒルズ　　　…　アークヒルズと同じ流れの中で建設。

　　　⇒「再開発組合」による建設計画

２工業地域の諸類型と再編
　１）工業地域の類型
No.5－図１　→マークセンの工業地域３類型
　Ａ．マーシャル型産業地域（特定の工業に特化した地域）

　　…小工場が水平的・連携的に密接に結合している。

ｅｘ）シェフィールド（イギリス／刃物）、ゾーリンゲン（ドイツ／刃物）、リヨン（フランス／絹織物）

　Ｂ．ハブ・アンド・スポーク型地域（企業城下町タイプ）

　　…大企業が中小工場と地域的な強い結合を形成し、さらにその大企業を窓口として外部とも有機的に連携している。

　　　ｅｘ）シアトル（アメリカ／ボーイングの企業城下町）

　Ｃ．サテライト型地域（分工場立地で成り立つ経済）

　　…分工場が集積しているが水平的結合は無く、それぞれの分工場がそれぞれの外部の本社や本工場とそれぞれに結合。

　　　ｅｘ）テクノポリス地域（熊本・大分）

　　業種別立地特性

　　①素材型（鉄鋼・化学）　…企業を超えた工程間結合が進み、エネルギー効率のよいコンビナートを形成。日本では原材料を海外に依存している関係から、大都市臨海部に発達する。

　　②輸送用機械（自動車）　…ピラミッド構造（下請と元請）を形成しており、企業城下町（ハブ・アンド・スポーク型地域）を形成する。（No.5－図７　→豊田の下請工場集積…豊田市南西部にランク集積）

　　③電気機械（ＩＣ工業）　…ピラミッド構造を必要とする一方で、グローバルな空間的分業が進んでおり、分工場を賃金の安い地域で立地させる手法は分工場経済（サテライト型地域）を形成した。

　　④日用消費財（繊維）　　…地域内での社会的分業が進んでいる。近年崩壊気味。
　２）工業地域の構造と課題
　　ａ－１　日用消費財を中心とする工業地域（地場産業産地）

⇒特化産業の形成
　　　　　ｅｘ）鯖江（メガネフレーム）、秩父（織物）、瀬戸（瀬戸物）、有田（有田焼）
No.5－図２　→秩父絹産地の産地内分業と社会的分業
　産地の中心　：　織物業（１３２）・生地加工業（４２）　親機－子機（下請関係）

　　　　　　　　　　　　↓　　　　　　　↓　　　　↓

　商業機能　　：　組合買継部／織販　　買継商　　　関連業者
（産地問屋・産元商社）　↓　　　　　　　↓
　市場　　　　：　　　　　　集散地問屋　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　└→小売へ
　　：域内での社会分業が進み、男女の共同分業も為されている。

　　：市場を域外に求める、移出ベース理論の上に成り立つ構造。
　＜反論・課題＞

　　：マーシャル型域内工場→連携は水平的　　⇔　親機と子機の支配関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇔　零細な中小製造企業と大企業の原糸メーカー（ｅｘ）テイジン・東洋紡）
　　　　　→大企業が中小企業を支配する、日本社会の構造的特徴を表している。

　　：海外との競争・高齢化／後継者不足・問屋商社の廃業→産地の崩壊

　　　　　⇒地方・農村を中心とした発達から、企業主軸の再生へ。
　　ａ－２　大都市零細企業集積（マーシャル型・都市圏工場）

　　⇒大田区（ただしピークは過ぎており、近年縮小傾向）、八尾市（大阪）

　　　：中小零細工場が水平的に結合しており、専属的に各企業と契約するのではなく、高い基盤技術力（原料加工や切断などの職人的技術）を基にして、複数の大企業と競争的に契約していく。
　　　：この中小工場が日本の機械工業の基盤を担った。もともとは、大田区の東京湾ノリ干し場跡に形成された工場群。

No.5－図３　→大田区の地域別に見た工場分布　…海寄りになるほどよく集積している
No.5－図４　→マークセンの工業地域３類型　　…近年は工場が衰退し、建て替えが進む
　　：住工混在の産業地域社会（産業を中心に回る社会）が形成された。

　　：グローバル化に伴う大企業の海外進出、高齢化と後継問題、工業集積の衰退などの問題に加え、技術の国際競争が進む中で、基盤技術のＭＥ化（オートメーション化）が進められ、「技術の価値」が薄れつつある。
　　　→若手の、コンピュータを使うことが出来る経営者が工場に必要だという議論
　　ｂ－１　臨海コンビナート（ハブ・アンド・スポーク型・工程間結合）

　　：かつては川崎臨海や阪神臨海にコンビナートが発達。

　　　⇔素材工業のスクラップ・アンド・ビルドが進み、発生した遊休地を利用してコンビナート地区の再編を目指す。

No.5－図５　→川崎臨海コンビナートの新たな動き　…　民間企業や行政によるリノベーション
　　：行政も介入して、市民にとって切り離されていた臨海工業地を住民の手に渡す方向性でリノベーションが進む。

　　　　・企業　…　コンビナートルネサンス（国際的に強い、さらに強いコンビナート結合の形成を目論む）

　　　　・行政　…　リサイクル基地やＲ＆Ｄのフロンティアなど、住宅地に建てづらいエコ施設の建設を狙う。

　　　　・市民　…　市民プール、アミューズメントパークの立地を要求。

　　ｂ－２　企業城下町（ハブ・アンド・スポーク型）

No.5－表１　→日本の企業城下町における人口の推移　…時代ごとの業種衰退と共に衰退、現在も勝ち残るのはほぼ豊田のみ
　　：戦前からの企業城下町、辺縁地域の企業城下町、石炭化学系の企業城下町はすべて戦後一貫して没落している。

　　　　ｅｘ）釜石（鉄鋼－鉱炉閉鎖）、宇部（戦前からのセメント化学都市）、大牟田（石炭化学都市－炭鉱閉鎖）、水俣（水力発電を利用－日本窒素肥料は水俣病で衰退）

　　：７０年代　…素材型・石油化学型などの企業城下町が、産業構造転換と共に没落

　　　　ｅｘ）室蘭（鉄鋼：新日鉄）、新居浜（住友金属・住友化学）、北九州（鉄鋼：新日鉄）、延岡（化学：旭化成）

　　→独特の工業構造をなしているので、その産業分野の変化に非常に敏感。

　　　単一企業（産業）の地域経済（工場）・社会（社宅・購売会・スポーツチーム）への影響力はかなり大きい。

No.5－図６　→北九州の新日鉄社宅の再利用　　…新日鉄の北九州縮小と共に社宅も縮小し、土地利用が変化
　　：産業構造転換・グローバル化（＝素材型工業のアジア移転）、企業リストラの進展などによって大きな影響を受ける。

　　　北九州のように、社宅がどんどん閉鎖されて他施設に置き換えられていることも多い。

　　：響灘埋立地はリサイクル基地へ
　　ｃ　分工場経済（サテライト型）

No.5－図７　→豊田市の系統別自動車部品工場の配置（企業城下町の典型）　…　圧倒的集積
　　：豊田の下請中小メーカーが、親企業に対して協力会を形成している、非常に日本的企業城下町。

　　：ＪＩＴ生産方式…豊田の下請は、定時定量納入を定められ、コストを限界まで逓減することを求められた。このことによってJust In Time生産方式は可能になったが、下請が辛い立場を強いられる批判は強かった。
　　　　　　　　　　　ただし近年、下請は親企業への完全従属ではなく、他の下請と競争したり、親企業に提案をすることが可能な１会社であるという認識がなされ、見直しが進んでいる。
　　　└→ＪＩＴの強みは、豊田と日産の強さの違いでもある。ただし、日産は関東に分散したエリアでＪＩＴの実施は困難。

　　

　　：しかし、電機を中心に自動車でも、空間的分業（Special Division of Labor）が進んでいる。


本社・研究所　→大都市圏
本工場

→市場の大都市圏郊外で最終組み立て

分工場

→地方で部品製作

No.5－図８　→九州地方の自動車工場の分工場発達　…　九州／山口は東京・愛知に次ぐ自動車の集積工場へ
　　：日産　福岡・神田工場　→７０－７９年に座間から日産の工場を移転して大型工場化。日産の国内最大ラインを抱えるようになり、関連企業が福岡県東部地域に集積。

　　：マツダ　防府工場　　　→８０－８９年に広島からマツダの工場を規模拡大して移転。山口・福岡地区に関連工場が集積。

　　：トヨタ　九州宮田工場　→遂に豊田が九州進出。福岡に大型工場を作るが関連工場が集積しなかった。

　　　　←１　九州の高速道路網が発達したので、分工場が恵まれた条件の地域へ分散した。

　　　　←２　九州の部品工場は宮田工場だけではなくて、西三河にも部品を運搬する体制が確立された。

　　　　←３　九州へのトヨタ移転は、労働力や広い土地などの条件を求めてのものであり、それが追求された。

　　　　　⇒自動車工業の空間的分業の進行

No.5－図９　→機械金属工業の変化　…　大都市の停滞・地方企業城下町の伸び・北上市の爆発
　　：大都市圏の機械金属工業はここ２０年間停滞傾向を示す。

　　：浜松・トヨタ・三条などの地方企業城下町は好調。

　　：北上市（完全分工場経済）は爆発的な成長率を見せる。

No.5－表２　→北上市の産業集積過程
　　：農業中心から工業中心への転換が進む。
　昭和２９　旧北上市結成・工場誘致条例を出す

　　　　　→基本的にこの頃に立地したのは戦後疎開工場中心（谷村電機・新興製作所）

　昭和４８　岩手東芝（東芝の１００％子会社）が進出

　　　　　→これを契機に分工場の集積が始まる。電機中心に、北上市、金ヶ崎町、水沢市、花巻市に富士通や日立が展開。

　昭和５０中盤

　　　　　　工業団地の整備スタート

　　　　　　高速交通網（東北新幹線・東北自動車道・秋田自動車道）・花巻空港が完成
　　　　　→更なる電機工業の分工場の集積

　昭和６２　テクノポリスに指定

　平成０３　関東自動車進出（トヨタの関東本部。御殿場と横須賀に大きな工場を持つ）

　　　　　→電機以外にも自動車の進出も加速

　　：関東から工場を誘致する方法で発達

　　　　←合併と条例制定で企業に有利な状況を作る

　　　　←交通の利便性が向上した

　　　　←農業＋他就業（余剰労働力の提供）の為に低賃金労働力が豊富

　　　　⇔確立した量産型ラインだけが置かれ、技術力は必要とされないので育成されない。また、分工場は本工場やその企業に対する専属下請であり、従属的立場でしかない。

　　：近年の分工場経済

　　　　→北上は未だ維持しているが、日本全体としては上手くいっていない。（分工場の海外への移転続出）

　　　・分工場閉鎖が増加　←グローバリゼーション

　　　・分工場誘致の減少　←グローバリゼーション

　　　⇔

・技術力の向上　…独自に技術を育成して、分工場経済を脱することで景気回復を図る。

・自社製品・中小企業の育成
　　　　ｅｘ）北上市の取り組み…オフィス・アルカディア
　　　　　　　　→工場だけではなく、オフィスや研究施設の隆盛を目指して建設されたが、うまくいっていない。

Ⅲ地域政策の課題
１地域問題の所在
　地域間格差（マクロな視点から）←地理学では“空間的スケール”が重要

　　○南北格差

　　○ＥＵの東西

　　　　　　（国家的視点から）

　　●ドイツの東西問題、両南北格差

　　●カナダの州間分裂

　　●東京と地方

　　　⇒地域間格差は代表的地域問題であり、行政や学者によって対応策がかなり考えられてきた。

　　　　しかし、グローバル化、少子高齢化（人口減少）、財政危機（公共事業・税収減・累積債務）などによって日本では、行政が地域間格差の面倒を見ることは実質不可能であり、地域の自立・競争力拡大へとテーマはシフトしつつある。
２地域政策の類型化

	軸
	外来型発展
	内発的発展

	産業の発展
	工場誘致

　→アジアとの競争の中で近年減少
	一村一品運動（大分）・地域ブランド
地場産業・地域企業の育成

→限定的には成功しているが、全国でやれば産地間競争が発生して難しいし、外来型の発展に比べると、経済効果も薄い。

	建造環境

（空間・建設整備）
	大型公共工事（ダム・橋・ビル・道路）

　→環境破壊・カネの無駄として縮小傾向

財政トランスファー（＝地方への財源委譲）

　→三位一体改革は骨抜きに終わる。
	まちづくり

景観整備
→湯布院町の事例


ｅｘ）大分県湯布院町

　　　田園温泉リゾートの整備　…　由布岳と農村景観を組み合わせた日本的田園風景の中に温泉地を構成し、域内での産業連携を取ることによって、域内循環・地産地消型のリピーターが多いリゾートを建設。

　　　　　　　　　　　　　　　　　→近くにある大型温泉地である別府との対比

　　　　　　　　　　　　　　　⇔　近年観光化の進展と共に、景観を害するような店舗の増加やスプロール的な農村消失が発生しており、マイカー規制や店舗規制を行う必要性が出てきたが、難しい。

３日本の地域政策の展開

　１）国土政策の流れ

No.6－表１　→全総（全国総合開発計画／第五次まで、先日全面廃止）の流れと歴史的変遷
　　：１９５０　国土総合開発法

　　　１９６２　全国総合開発計画　

→拠点開発構想…地域に重化学工業分散の拠点を作る
　　　　　　　　　：新産業都市　　　…太平洋ベルト上の都市は発展（図５参照）

　　　　　　　　　：工業整備特別地区…太平洋ベルト上に設置。東海・瀬戸内・鹿嶋の発達に繋がる。

　　　　　　　　　　　→共に２００１年に廃止

　　　１９６９　新全国総合開発計画

　　　　　　　→大規模工業基地構想　…苫小牧東・むつ小川原・秋田・鹿児島などの辺縁地区の開発を目論む。オイルショックの影響で破綻した。

　　　　　　　→高速交通体系整備　　…国土を北東地帯・中央地帯・西南地帯の３軸に分けて、高速道路と新幹線の整備を図り、地方中核都市の発達に繋がった。（図６）

　　　１９７７　第三次全国総合開発計画：定住圏に注目したプランを立て、産業立地色は衰退するが失敗。

　　　１９８７　第四次全国総合開発計画：東京一極集中へのアンチテーゼと世界都市東京の育成という２つの要請の衝突に対して、政治的に「多極分散」という言葉で交わした観が強い。

　　　１９９８　２１Ｃ国土のグランドデザイン（５全総）

　　　　　　　→複数国土軸の設定と、地域連携軸のつながり。また、その上を行く広域国際交流圏の設定。

No.6－図１０→産業立地政策の推移と今後の課題
　　：７０年代までは臨海部における重化学工業の推進が課題だったが、ほとんどの整備は近年廃止されつつある。

　　①工業分散政策

　　　重化学工業地域　⇒　ハイテク工業（テクノポリス構想）　⇒ソフトウェア（頭脳立地法）　⇒オフィス（地方拠点法）
　　　→全総を参照
　　　：このように、地方に工業化を分散させる政策を主眼においてきたが、ほとんどは上手くいかずに頓挫。

　　②産業集積政策
　　　ａ特定産業集積
　　　：円高による空洞化を受けて、日本の基盤技術の維持を目指して技術の保護のため集積を進める。

　　　ｂ産業クラスター

No.6－図９　→産業クラスター計画　…　地方ごとの戦略に基づく産業クラスター
　　：世界に通用する新事業を行い、また政策主体を国から地域（地方ブロックごとの「局」）へと転換する。

　　　ｅｘ）北海道　…　バイオと情報

　　　　　　九州　　…　リサイクルビジネス

旧いフレームワーク　：　立法化　→　地域指定　→　ハードの設置

新しいフレームワーク：　産官学連携・人的ネットワークの利用・ソフト面の開発

＜テストミニ情報＞

・たしか持ち込みは不可。

・レジュメの図表が細かくされて出題される。そして、それに関連する事項を述べればよい。
　ただし、自分で考えたことや自分で調べたことを書くと加点される傾向。

・前期「社会環境論」の続きだと考えるとすると、テストわりかしむずいかも。前期むずかった。

・とりあえず、各レジュメ（全６枚）の中で出てくるネタの概要を説明できるようにしておいて、さらにそれぞれの図表が大体どこで使われたのかを掴み、それが出てきたらその「ネタの概要」に繋がるようにすれば上手くいく気がする。
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